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研究成果の概要（和文）：本研究は社会的構築主義研究における「問題の共有化」と「問題の解

決」に関する理論を参考として、学級活動「学級や学校の生活づくり」の理論的整理・再構築

を行った。その上で、小学校現場と共同で量的調査ならびに質的調査を行い、学級における「問

題の共有化」と「問題の解決」のプロセスの一端や、児童の学級生活へ適応に及ぼす「学級や

学校の生活づくり」の効果を明らかにした。さらに学級活動のコンサルテーションを行い、そ

の理論の有効性及び課題を検討した。 

 

研究成果の概要（英文）：This study performed theoretical rearranging and theoretical 
rebuilding about classroom activity “making classroom and school life”, referring 
theory about “sharing of problem” and “solving of problem” based on social 
constructionism. In addition, we performed a quantitative research and a qualitative 
research in cooperation with elementary school. We clarified one end of process about 
“sharing of problem” and “solving of problem”, and effect of “making classroom and 
school life” to give adaptation to classroom life. We performed consultation of classroom 
activity, and examined the theoretical effectiveness and a problem. 
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１．研究開始当初の背景 
 学級活動は児童の学校生活の基盤となる
学習・生活集団を向上させる上で重要な役割
を担っている。その役割が最も強調された平
成元年学習指導要領改訂前後には特別活動
に関する学術研究の成果が多く蓄積・発表さ
れてきたが、時間数の削減を伴った平成 10
年度改訂に呼応するように学術的・実践的研
究は不活性化しつつある。しかしながら、「学
級崩壊」「不登校（学校生活への不適応）」「い
じめ」「小一プロブレム」など、児童の学級
生活に関する問題は、依然として重大な教育

問題として対策が求められており、特別活動
を基盤とする学術的なアプローチは多角的
に探究される必要がある（太田佳光 2010、「学
級経営と学級崩壊」南本長穂他編『発達・制
度・社会からみた教育学』北大路書房、太田
佳光 2010、「特別活動の現代的課題」高旗正
人他編『新しい特別活動指導論』ミネルヴァ
書房）。一方で、特別活動研究の不活性化に
は、専門的・学術的理論の欠如にもその一因
があり、現在、日本特別活動学会においてそ
の探求が求められている。 
 そこで学級の諸問題を解決する理論を構
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築する上で、教育社会学における社会的構築
主義アプローチの研究に目を向けると、集団
のメンバーで「問題」が構成されたり、解消
されたり、解決されたりする過程を考察する
上で重要な研究が蓄積されはじめている。例
えば、学級のメンバーがある行為をいじめと
捉えているか、ちょっとした悪ふざけ、と捉
えているか、この認識不一致の状態で、認識
を一致させる、あるいは解決に向きあう過程
を対象とした実践理論と研究の必要性が示
されている。しかしながら、教育社会学の社
会的構築主義アプローチは、教育問題の考察
のために用いられており、教育実践を構築す
るための理論としては用いられていない。そ
こで、本研究は社会的構築主義アプローチの
社会学理論を基盤として、学級活動の実践構
築のための理論を確立する。 

太田・白松は特別活動領域における問題解
決への社会的構築主義アプローチの理論的
可能性を明らかにしており、本研究では、そ
の成果を基盤として、学級活動の理論を再構
築し、学校現場との共同研究を通して、実践
的・実証的に研究を行う（太田 2010、前掲書、
白松賢 2007、「これからの学級活動の創造 
－『問題解決』に着目して－」『日本特別活
動学会紀要』、第 15 号）。 
 
２．研究の目的 
 社会的構築主義の社会学理論を基盤とし
て小学校における学級活動の実践理論を確
立し、学校臨床学的研究を通して、児童の学
級・学校生活の充実に与える効果を明らかに
する。具体的には社会的構築主義研究におけ
る「問題の共有化」と「問題の解決」に関す
る理論を参考として、学級活動における「学
級や学校生活」の理論的整理・再構築を行う。
その上で、学校現場との共同で実践的に研究
を行い、量的・質的調査法により、その成果
を実証的に明らかにする。さらに学級活動の
コンサルテーションを行い、その理論の有効
性及び課題を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
（１）量的調査 
 量的調査は質問紙調査を実施し、そのデー
タをもちいて分析した。調査項目は学級活動
「学級や学校の生活づくり」に関する項目、
学級集団の向上に関する項目、学級・学校生
活への適応に関する項目、担任教師のはたら
きかけに関する項目などを作成した。質問紙
の項目作成に際し、まず先行研究などを参考
にして項目を設定した。設定した項目を現職
の小学校教員が参加する研究会（約 40 名）
などで検討した。そこでの小学校教員の意見
を踏まえた上で、最終的に本稿執筆者で協議
し項目を完成させた。 

 質問紙調査は 2011 年度、2012 年度におい
て実施した。いずれの調査も X県 P市に所在
する小学校に在籍する児童が対象であった。
2011 年度調査は 12 月と 2月、それぞれ同じ
児童（小学 4年生、6年生）に調査を行った
（有効回答者数 714 名）。2012 年度は 2011 年
度と同じ質問紙を用いて 6月と 1月、それぞ
れ同じ児童（小学 6年生）に調査実施した（有
効回答者数 230 名）。 
 
（２）質的調査とコンサルテーション 
 質的調査は、量的調査における対象学級の
うち、その一部の学級を対象に実施した。調
査は 2011 年の 1学期から３学期にかけて 2
学級において行われた。調査方法は、対象学
級における学級活動のビデオ撮影と参与観
察である。また継続して 2012 年においても
２学級において同様に調査を実施した。 
 教員対象のコンサルテーションは、主とし
て経験の浅い教員を対象に、2011 年 8月と
2013 年 2 月に実施した。また、随時、一部の
教員を対象としたコンサルテーションを不
定期に実施した。 
 
４．研究成果 
 
（１）量的調査 
① 尺度開発 
 尺度開発は 2011 年 12月調査のデータをも
ちいて行った。 
 学級活動「学級や学校の生活づくり」につ
いては、主に小学校学習指導要領の内容を参
考にした上で、次の 3つの内容に関する項目
を作成した。第 1 は、諸問題の解決である。
これは「ア 学級や学校における生活上の諸
問題の解決」に関する項目である。第 2 は、
組織づくりや仕事の分担処理である。これは
「イ 学級内の組織づくりや仕事の分担処
理」に関連する項目である。第 3は、生活の
向上である。これは「ウ 学校における多様
な集団の生活の向上」に関連する項目である。
合計 8項目を作成した。因子分析を行った結
果、１つの因子が抽出され、その因子を「学
級生活向上」と命名した。 
 この結果において注目される点は、「学級
や学校の生活づくり」に関する因子が「諸問
題の解決」「組織づくりや仕事の分担処理」
「生活の向上」という 3つの内容を背後で規
定していたことである。これら 3つの内容は、
それぞれ独立したものではなく、学級の生活
向上にむけて互いに関連し合って行われて
いる取り組みであったといえる。 
 学級・学校適応に関する項目は、具体的に
は学級や学校が楽しいかどうか、好きかどう
かなどを明らかにするための項目と、友人関
係に関する項目、あわせて 6 項目作成した。
因子分析を行った結果、１つの因子が抽出さ



 

 

れ「学級・学校適応」と命名した。 
 学級集団の向上に関する項目は、「学級や
学校の生活づくり」において目指す学級集団
を想定し、「認めあい」「高めあい」「戒めあ
い」に関する 8項目を作成した。因子分析を
行った結果、１つの因子が抽出され「学級集
団向上行動」と命名した。 
 「担任教師のはたらきかけ」については、
児童に対する担任教師の関わりを示す項目
で具体的には、相談、トラブル解決、遊び、
自己開示に関する 4項目を作成した。因子分
析を行った結果、１つの因子が抽出され、「担
任教師のはたらきかけ」と命名した。 
 上記と同様の分析を 2012 年 6 月調査のデ
ータにおいても行った。その結果、2012 年 6
月調査においても 2011 年 12 月調査と同様の
結果が算出された。この分析結果より、本研
究で開発を行ってきた尺度は、「測定数値の
安定性・一貫性・正確さ」が確認された。す
なわち本研究で開発を行ってきた尺度には
信頼性がある尺度といえる。 
 
② 学級活動「学級や学校の生活づくり」の
効果モデル 
 ①で開発した尺度を用いて、学級活動「学
級や学校の生活づくり」に関する効果モデル
の検討を行った。分析に用いた調査データは
2011 年 12 月調査のデータで、分析は共分散
構造分析を行った。 
 具体的には次の手続きを踏まえて分析を
行った。使用する変数は、学級活動「学級や
学校の生活づくり」に関する変数である「学
級生活向上」に加え、「学級・学校適応」「学
級集団向上行動」「担任教師のはたらきかけ」
の 4つとした。因子を共分散構造分析におけ
る潜在変数とし、因子分析で用いた項目を観
測変数としてモデルに投入した。 
 続いて「学級生活向上」「学級・学校適応」
「学級集団向上行動」「担任教師のはたらき
かけ」それぞれの関連構造についてである。
本研究では学級活動「学級や学校の生活づく
り」の向上は、児童の学級や学校生活の適応
と、学級集団の人間関係向上のために行われ
る行動を増加させると仮定している。そこで
「学級生活向上」→「学級・学校適応」、「学
級生活向上」→「学級集団向上行動」という
因果関係をモデルに組み込んだ。 
 次に担任教師のはたらきかけについてで
ある。学級活動などの特別活動に限らず小学
校の教育活動の充実には、教師の適切な指導
が欠かせない。そこで担任教師のはたらきか
けが成功している場合は、「学級や学校の生
活づくり」の取り組みが向上すると仮定し、
「担任教師のはたらきかけ」→「学級生活向
上」という因果関係をモデルに組み込んだ。
また「担任教師のはたらきかけ」→「学級・
学校適応」、「担任教師のはたらきかけ」→「学

級集団向上行動」という因果関係もモデルに
組み込んだ。さらに「学級集団向上行動」→
「学級・学校適応」という因果関係をモデル
に組み込んだ。 
 以上を踏まえて共分散構造分析を行った。
パス係数の値や有意確率、各種適合度指標な
どを参照した結果、最終的に図 1に示した分
析結果を導き出した。 
 

図１ 学級活動「学級や学校の生活づくり」
の効果モデル 
 
 適合度指標については、GFI=0.919、A  
GFI=0.902、CFI=0.935、RMSEA=0.050 であっ
た。一般に RMSEA の値は 0.050 以下であれば
モデルのあてはまりがよく、0.100 以上であ
ればあてはまりが悪いと判断される。今回、
ちょうど RMSEA の値が 0.050 となっていたも
のの、あてはまりが悪いと判断する 0.100 よ
り小さな値を示していた。また一般的に GFI、
AGFIや CFIの値が0.900以上であるとあては
まりがよいと判断されるが、今回はそれらの
指標はすべて 0.900 以上であったことから、
図 1の結果はデータに適合したモデルである
と解釈できた。 
 分析結果において注目したい点は次の 2つ
である。第 1 は、「学級生活向上」と「学級
集団向上行動」、「学級・学校適応」の関連で
ある。「学級生活向上」は、「学級集団向上行
動」に直接的な正の影響を及ぼしていたが、
「学級・学校適応」に直接の影響を及ぼして
いなかった。その一方で、「学級集団向上行
動」は「学級・学校適応」に直接の正の影響
を及ぼしていた。これらの結果から、学級活
動「学級や学校の生活づくり」を充実するこ
とによって、学級集団内の人間関係向上に向
けた行動が増加するとともに、それらの行動
をうながす学級集団の雰囲気も醸成された
と言える。また、学級活動「学級や学校の生
活づくり」は学級集団内の人間関係向上にむ
けた行動を増加させるとともに、間接的に児
童の学級や学校生活への適応を促している
ことが明らかとなった。 
 第 2 は、「担任教師のはたらきかけ」につ
いてである。「担任教師のはたらきかけ」は
「学級生活向上」に有意な正の影響を及ぼし
ていた。表 4から「担任教師のはたらきかけ」

担任教師の 
はたらきかけ  

学級集団 
向上行動  

学級生活 
生活向上  

学級・ 
学校適応  



 

 

→「学級生活向上」については、標準化係数
の値は 0.639 と大きな値を示した。 
 また、「担任教師のはたらきかけ」は「学
級集団向上行動」に有意な正の影響を及ぼし
ていた。その一方で、先述したように「学級
生活向上」も、「担任教師のはたらきかけ」
と同様に「学級集団向上行動」に有意な正の
影響を及ぼしていた。ただし影響力の大きさ
には違いが見られた。「担任教師のはたらき
かけ」→「学級集団向上行動」については、
標準化係数の値は 0.112 となっていた。その
一方で、「学級生活向上」→「学級集団向上
行動」については、標準化係数の値は 0.834
と大きな値を示していた。 
 すなわち、担任教師は直接、学級集団の雰
囲気向上にはたらきかけるよりも、学級活動
「学級や学校の生活づくり」の取り組みを向
上させるはたらきかけをした方が、効果的に
学級集団の人間関係向上の行動を増加させ
ることができることが明らかとなったので
ある。 
 以上の結果より、学級活動にあり方につい
て次のような示唆を得ることができた。近年、
ソーシャルスキルトレーニングや構成的グ
ループエンカウンターなどが特別活動実践
において積極的に活用されている。しかし、
本研究の分析結果が明示するとおり、これま
で学級活動で重視してきた「学級や学校の生
活づくり」の教育実践もまた、小学生の学
級・学校適応を促進させる役割を担っていた
ことが明らかとなった。すなわち、実際の学
級や学校生活で生じたトラブルや問題は、学
級をより望ましい状態へと引き上げる契機
となる可能性を秘めていたのである。問題解
決や組織づくりの話し合い活動など学級活
動を充実・向上させることによって、学級集
団の人間関係向上にむけた行動が増加し、そ
のことが小学生の学級や学校生活への適応
を促す可能性が統計分析によって示唆され
た。 
 
③ 学級別の相違の検討 
 ①②の成果を踏まえて、学級別の相違につ
いて検討を行った。分析に用いた調査データ
は、2011 年 12 月調査と 2012 年 2 月調査であ
る。これら 2つの調査は同一対象児童（小学
4年生、6年生）に対し実施した。 

  第１は、各学級の代表値の算出である。
学級間の相違を明らかにするため、今回は平
均値を算出した。①で作成した「学級生活向
上」「学級・学校適応」「学級集団向上行動」
「担任教師のはたらきかけ」について、それ
ぞれ「とてもあてはまる」を 4 点、「まった
くあてはまらない」を 0点と配点し、合計得
点を算出し、それを分析で使用した。 
 学級別の平均値の違いを明らかにするた
め一元配置分散分析を行った。その結果、す

べての変数（「学級生活向上」「学級・学校適
応」「学級集団向上行動」「担任教師のはたら
きかけ」）において学級別で平均値が違うこ
とが明らかとなった。次に 12 月から 2 月の
変化について検討した。分析は、「学級・学
校適応」「学級集団向上行動」について対応
ある t検定を行った。その結果、変化を示し
た学級は少なかった。ただし一部の学級につ
いては、「学級・学校適応」「学級集団向上行
動」ともに 12 月から 2 月に平均値が上昇し
ていた。 
第２は、学級別の分布状況である。散布図を
作成し、学級内の状況を明らかにしていった。
事例として取り上げたのは、12 月と 2月とも
に一貫して他の学級と比べて平均値の高か
った学級（以下、A学級）と 12 月から 2月に
平均値が上昇した学級（以下、B 学級）であ
る。 
 A 学級の特徴は次のとおりである。いずれ
の散布図も第 1象限に多くの児童がプロット
されていた。 しかし外れ値として存在する
児童が存在した。 

  B 学級の特徴は 第 1 象限から第 3 象限に
かけて多くの児童がプロットしていた。これ
は 12 月調査、2月調査ともである。 12 月か
ら 2月に平均値が上昇していたのだが、12 月
の時、値が低い児童が 2月の時、上昇したの
と同時に、児童間の分散が縮小していたこと
が原因と推察される。すなわち学級内の凝集
性が高まっていた。外れ値が存在していなか
った。 
 
（2）質的調査とコンサルテーション 
①質的調査 
 質的調査の目的は、以下の 2点である。第
1 に、学級活動の具体的な場面を考察するこ
とにより、本研究の視点である「問題の共有
化」や「問題の解決」がどのように達成され
ているのか、そのことが「学級や学校の生活
づくり」にどのような影響を及ぼしているの
かを明らかにすることである。第 2に、量的
調査において明らかになった知見を、具体的
な学級の様子やあり様と比較検討すること
により、その信頼性を確認することである。 
 第 1 の目的に関しては、例えば、2011 年の
調査から、以下のような知見を得ることが出
来た。 
  C 学級では、前年度の D クラスに所属して
いた児童と他の 2クラスに所属していた児童
が、クラス替えにより混在している。D クラ
スに所属していた児童たちは、前年度の学級
文化を新しい学級に持ち込もうとする。具体
的には、係活動を「チーム活動」として、そ
の内容や方法について自由に考え実践して
いくものである。この「チーム活動」が、新
たな学級文化として「問題の共有化」と「問
題の解決」を経て、引き継がれていくプロセ



 

 

スを見ることが出来た。 
 具体的には、学級活動における一連のやり
とりから、「チーム活動」をはじめて 1 カ月
の児童たちが、その課題を共有化しながら、
「チーム活動」の特質について確認をし、課
題を解決するプロセスである。例えば、「チ
ーム活動」の反省として「本の貸し借りだけ
しかしなくて、イベントや新聞をつくってい
ない」という「スター書店」の児童の発言は、
「チーム活動」が従来の係活動と言う固定化
された考えに縛られている事を問視してい
る。そうした問題の共有化を経て、昨年の「チ
ーム活動」を経験している児童から「係と違
って、色々な事が出来て、楽しく出来て、協
力して、もっといいチームにしていきたいと
思います」という、解決への方向性が提示さ
れた。これは、また、「チーム活動」という
解釈資源を持たない児童と解釈資源を持つ
児童とのやりとりによる、新たな資源の獲得
プロセスととらえる事も出来た。 
 第 2 の目的に関しては、量的調査で得られ
た知見（例えば、学級のトラブルや問題は、
学級をより望ましい状態へと引き上げる可
能性や、問題解決等の話し合い活動が学級の
人間関係向上につながること等）と、質的調
査で得られた知見は、同じプロセスを指して
いる可能性が指摘できた。ただし、学級によ
る凝集性の高まりの違い等、さらに詳細に分
析を加える必要がある。 
 
②コンサルテーション 
 本研究で得られたこのような知見を、実際
の学級活動で生かすためのコンサルテーシ
ョンを、経験の浅い複数の教員を対象に継続
的に実施した。 
 例えば、2013 年 2 月のコンサルテーション
では、学級の凝集性についての相談がなされ、
本研究の知見である、「人間関係のトラブル
そのものが、学級の人間関係を望ましいもの
にしていく可能性」について助言がなされた。
具体的には、学級でルールをめぐってのけん
かなどのトラブルが起きることは当然であ
り、そのことは、児童相互が「ちゃんと向き
合っていること」であり、「全員での話し合
い活動が重要であり」「一人ひとりの思いを
知ることが重要であり」そのプロセスこそが
学級づくりを促進することが助言された。 
 こうしたコンサルテーションは、学級の実
態に応じて現在も継続的に実施され、その成
果をあげていると考えられる。 
 
（３）今後の課題と展望 
 量的調査の今後の課題と展望として次の 2
点が挙げられる。第１は尺度開発についてで
ある。４つの尺度のうち、担任教師のはたら
きかけについては課題があり今後の改善が
指摘できる。第 1は構成する項目についてで

ある。担任教師のはたらきかけについては 4
項目（相談、トラブル解決、遊び、自己開示）
で構成されていた。しかし担任教師のはたら
きかけは他と比べてα係数の値が小さかっ
た。担任教師のはたらきかけついて、項目の
内的一貫性を高めるためにも項目数の増加
を検討していくことが求められる。 
 項目数増加を行うためには、項目内容につ
いてもさらなる検討が必要となる。学級づく
りには 2つの領域があり、1つは教師の指導・
援助を中心とした「計画的領域」、もう 1 つ
は子どもたちの主体的、実践的活動を中心と
した「偶発的領域」である。担任教師のはた
らきかけについて直接関連するのは、「計画
的領域」で狭義の意味で学級経営と呼ばれる
領域である。狭義の意味の学級経営に含まれ
るものとして、教師による学級の条件整備が
挙げられる。条件整備としての学級経営の内
容は、たとえば「学級目標やルールづくり」
「物的整備（=環境整備、教室環境を整える）」
「学級に関する各種事務」などが挙げられる
だろう。本研究では「偶発的領域」、すなわ
ち子どもたちの思いや行動との関連のなか
で、担任教師が「学級目標やルールづくり」
「物的整備」「学級に関する各種事務」など
についてどのように指導援助しているのか、
理論的考察を踏まえつつ項目化していく作
業が今後求められる。その上で、項目の増加
と精緻化が必要となる。 
 第 2は学級活動「学級や学校の生活づくり」
に関する効果モデルについてである。分析手
法についてで、マルチレベルモデルによる分
析を行うことが必要となる。マルチレベルモ
デルは階層性のあるサンプルに対して、階層
ごとに分析を行うための分析手法である。本
研究の質問紙調査は、階層性のあるデータで
マクロ水準は学級、ミクロ水準は児童となる。
担任教師のはたらきかけは学級に関わる変
数なのでマクロ水準の変数として扱われる。
マルチレベルモデルの分析を行えば、データ
の階層性に配慮し、学級内（児童間の違い）
と学級間（もしくは担任教師間）の違いに分
解し分析を行うことが可能となる。 
 質的調査の今後の課題と展望として、以下
の事があげられる。 
 第 1 に、蓄積したデータのさらなる分析の
推進である。質的調査の情報量は膨大であり、
研究終了時点においても、十分には分析が終
了していない。これまで、得られた知見をよ
り豊かに、確実なものとするためには、より
詳細かつ包含的な分析が必要となる。 
 第 2 に、量的調査と質的調査の、より詳細
な分析結果を用いた融合である。試行的な解
釈により、その可能性は高いが、その分析に
より、新たに実践的な理論構築を行う可能性
がある事を指摘したい。 
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